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環廃産発第050812003号 

平成１７年８月１２日 

 

各都道府県・各政令市産業廃棄物行政主管部（局）長殿 

 

 

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課長  

 

 

行政処分の指針について（通知）（抄） 

 

産業廃棄物行政については、かねてから御尽力いただいているところであるが、今般、

平成１３年５月１５日付け環廃産第２６０号をもって通知した「行政処分の指針について

（通知」について、その発出から４年が経過し、また、廃棄物の処理及び清掃に関する）

法律の一部を改正する法律（平成１５年法律第９３号、廃棄物の処理及び清掃に関する）

法律の一部を改正する法律（平成１６年法律第４０号）及び廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律等の一部を改正する法律（平成１７年法律第４２号）等が施行されたことを踏まえ、

必要な内容の見直しを行い、別添のとおり「行政処分の指針」を取りまとめたので通知す

る。（なお、本通知の発出時点において、平成１７年法律第４２号は未だ全部施行されて

いないが、本通知においては同法による改正後の条文に基づいて記載しているので注意さ

れたい。また、今後おって発出する予定である同法の施行に係る環境省大臣官房廃棄物・

リサイクル対策部長通知も併せて参考とされたい） 

おって、平成１３年５月１５日付け環廃産第２６０号本職通知「行政処分の指針につい

て（通知）」は廃止する。 

 

別添 

行政処分の指針 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）

については、累次の改正により、廃棄物処理業及び処理施設の許可の取消し等の要件が強

化されるとともに、措置命令の対象が拡大するなど、大幅な規制強化の措置が講じられ、

廃棄物の不適正処理を防止するため、迅速かつ的確な行政処分を実施することが可能とな

っている。しかしながら、一部の自治体においては、自社処分と称する無許可業者や一部

の悪質な許可業者による不適正処分に対し、行政指導をいたずらに繰り返すにとどまって

いる事案や、不適正処分を行った許可業者について原状回復措置を講じたことを理由に引

き続き営業を行うことを許容するという運用が依然として見受けられる。このように悪質

な業者が営業を継続することを許し、断固たる姿勢により法的効果を伴う行政処分を講じ

なかったことが、一連の大規模不法投棄事案を発生させ、廃棄物処理及び廃棄物行政に対

する国民の不信を招いた大きな原因ともなっていることから、都道府県（政令で定める市
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を含む。以下同じ。）におかれては、違反行為が継続し、生活環境保全上の支障を生ずる

事態を招くことを未然に防止し、廃棄物の適正処理を確保するとともに、廃棄物処理に対

する国民の不信感を払拭するため、積極的かつ厳正に行政処分を実施されたい。 

 

第１ 総論 

 

１ 行政処分の迅速化について （略） 

 

２ 行政指導について（略） 

 

３ 刑事処分との関係について（略） 

 

４ 事実認定について 

(1)  （略） 

 

(2) 廃棄物該当性の判断について 

 

① 廃棄物とは、占有者が自ら利用し、又は他人に有償で譲渡することができないために不

要となったものをいい、これらに該当するか否かは、その物の性状、排出の状況、通常

の取扱い形態、取引価値の有無及び占有者の意思等を総合的に勘案して判断すべきもの

であること。 

廃棄物は、不要であるために占有者の自由な処分に任せるとぞんざいに扱われるおそ

れがあり、生活環境保全上の支障を生じる可能性を常に有していることから、法による

適切な管理下に置くことが必要であること。したがって、再生後に自ら利用又は有償譲

渡が予定される物であっても、再生前においてそれ自体は自ら利用又は有償譲渡がされ

ない物であるから、廃棄物として規制する必要があり、当該物の再生は廃棄物の処理と

して扱うこと。 

また、本来廃棄物たる物を有価物と称し、法の規制を免れようとする事案が後を絶た

ないが、このような事案に適切に対処するため、廃棄物の疑いのあるものについては以

下のような各種判断要素の基準に基づいて慎重に検討し、それらを総合的に勘案してそ

の物が有価物と認められるか否かを判断し、有価物と認められない限りは廃棄物として

扱うこと。なお、以下は各種判断要素の一般的な基準を示したものであり、物の種類、

事案の形態等によってこれらの基準が必ずしもそのまま適用できない場合は、適用可能

な基準のみを抽出して用いたり、当該物の種類、事案の形態等に即した他の判断要素を

も勘案するなどして、適切に判断されたいこと。その他、平成１２年７月２４日付け衛

環第６５号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課長通知「野積みされた使用済みタイ

ヤの適正処理について」及び平成１７年７月２５日付け環廃産発第０５０７２５００２

号本職通知「建設汚泥処理物の廃棄物該当性の判断指針について」も併せて参考にされ

たいこと。 

ア 物の性状 
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利用用途に要求される品質を満足し、かつ飛散、流出、悪臭の発生等の生活環境保

全上の支障が発生するおそれのないものであること。実際の判断に当たっては生活環

境保全に係る関連基準（例えば土壌の汚染に係る環境基準等）を満足すること、その

性状についてＪＩＳ規格等の一般に認められている客観的な基準が存在する場合は、

これに適合していること、十分な品質管理がなされていること等の確認が必要である

こと。 

イ 排出の状況 

排出が需要に沿った計画的なものであり、排出前や排出時に適切な保管や品質管理

がなされていること。 

ウ 通常の取扱い形態 

製品としての市場が形成されており、廃棄物として処理されている事例が通常は認

められないこと。 

エ 取引価値の有無 

占有者と取引の相手方の間で有償譲渡がなされており、なおかつ客観的に見て当該

取引に経済的合理性があること。実際の判断に当たっては、名目を問わず処理料金に

相当する金品の受領がないこと、当該譲渡価格が競合する製品や運送費等の諸経費を

勘案しても双方にとって営利活動として合理的な額であること、当該有償譲渡の相手

方以外の者に対する有償譲渡の実績があること等の確認が必要であること。 

オ 占有者の意思 

客観的要素から社会通念上合理的に認定し得る占有者の意思として、適切に利用し

若しくは他者に有償譲渡する意思が認められること、又は放置若しくは処分の意思が

認められないこと。したがって、単に占有者において自ら利用し、又は他人に有償で

譲渡することができるものであると認識しているか否かは廃棄物に該当するか否かを

判断する際の決定的な要素となるものではなく、上記アからエまでの各種判断要素の

基準に照らし、適切な利用を行おうとする意思があるとは判断されない場合、又は主

として廃棄物の脱法的な処理を目的としたものと判断される場合には、占有者の主張

する意思の内容によらず、廃棄物に該当するものと判断されること。 

なお、占有者と取引の相手方の間における有償譲渡の実績や有償譲渡契約の有無は廃

棄物であるか否かを判断する上での一つの簡便な基準にすぎず、廃プラスチック類、が

れき類、木くず、廃タイヤ、廃パチンコ台、堆肥（汚泥、動植物性残さや家畜のふん尿

を中間処理（堆肥化）した物、建設汚泥処理物（建設汚泥を中間処）理した改良土等と

称する物）等、場合によっては必ずしも市場の形成が明らかでない物については、法の

規制を免れるため、恣意的に有償譲渡を装う場合等も見られることから、当事者間の有

償譲渡契約等の存在をもってただちに有価物と判断することなく、上記アからオまでの

各種判断要素の基準により総合的に判断されたいこと。さらに、排出事業者が自ら利用

する場合における廃棄物該当性の判断に際しては、必ずしも他人への有償譲渡の実績等

を求めるものではなく、通常の取扱い、個別の用途に対する利用価値並びに上記ウ及び

エ以外の各種判断要素の基準に照らし、社会通念上当該用途において一般に行われてい

る利用であり、客観的な利用価値が認められなおかつ確実に当該再生利用の用途に供さ

れるか否かをもって廃棄物該当性を判断されたいこと。ただし、中間処理業者等が自ら
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利用する場合においては、排出事業者が自ら利用する場合と異なり、他人に有償譲渡で

きるものであるか否かを判断されたいこと。 

② 廃棄物該当性の判断については、法の規制の対象となる行為ごとにその着手時点におけ

る客観的状況から判断されたいこと。例えば、産業廃棄物処理業の許可や産業廃棄物処

理施設の設置許可の要否においては、当該処理（収集運搬、中間処理、最終処分ごと）

に係る行為に着手した時点で廃棄物該当性を判断するものであること。 

 

５ 手続について （略） 

 

第２ 産業廃棄物処理業の事業の停止及び許可の取消し（法第１４条の３及び第１４条の３

の２） 

 

 （以下 略） 
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